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樋 渡 利 秋
皆さん、こんにちは。いまご紹介にあずかりました検事総長の樋渡です。早稲
田大学の構内に足を踏み入れたのも初めてでございまして、この由緒ある大隈講
堂を見させていただいたのも初めてでございます。この由緒ある講堂で、明治以
来続いていると言われております早稲田大学法学会の皆様に、話をさせていただ
くことは光栄だと思っております。
きょうの演題は「刑事司法制度の新たなる潮流について」ということです。新
しい刑事司法制度ができたいきさつについては語ることができるのでありますけ
れども、これからどういう潮流になっていくか、私自身がなかなか語れるところ
も少ないような気もいたします。どういう話になるかわかりませんが、この話の
中から皆さんがそれぞれに、これからの刑事司法制度というものを考えてくれれ
ばありがたいなと思っています。
まず８月初め頃に始まると言われております裁判員裁判の法廷は、どういう姿
になるかということを想像してもらいたいと思います。全国の各裁判所で、この
裁判員制度のために新しい法廷を造っております。もともとの法廷を改造したと
ころも当然ありますが、手狭なところでは新しい法廷を造っています。その法廷
で壇上に３人の裁判官の両脇に３人ずつの裁判員が並んで座ります。そして検察
官席の横には、場合によりまして被害者、あるいは被害者の遺族の方などが座る
という法廷を考えてください。そして被告人はいつもは付けてないようなネクタ
イも、希望によっては付けて座っているという法廷であります。今まで皆さんが
見ていた法廷とは、かなり変わった法廷になると思います。
このように最近の半年間で、日本の刑事司法を大きく変革することになる三つ
の改革がなされました。これらの新たな制度というのは、一つは裁判員裁判制度
であり、もう一つは被害者参加制度、またそれに合わせて検察審査会の改革とい
うものがあります。
裁判員裁判制度は、この５月21日に施行されることになりました。先ほど申し
上げましたように８月初めにも第1号事件が、この制度の下で審理されることに
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なります。その内容は皆さんも概ねご存じのことだろうと思います。
２番目の被害者参加制度は昨年12月１日から実施されているもので、被害者が
法廷に出て、概ね情状に関することではありますが、証人や被告人に質問をした
りすることができ、また、検察官の論告のあとに自分の意見を申し立てる機会を
与えられるというものです。
これも画期的な制度ですが、ただ、これはこれから申し上げる司法制度改革と
は別の流れから出てきたものです。被害者の意見をもっと法廷に出さなければな
らない、被害者の痛みをわかってもらわなければならないというようなところか
ら、司法制度改革とは別に内閣のほうで犯罪被害者等基本法をつくりました。そ
の中で、「すべて犯罪被害者等は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわ
しい処遇を保障される権利を有する」と書かれたことに基づくものです。
３番目の検察審査会の改革ですが、検察審査会といいますのは検察官が不起訴
にした事件について、一般の国民から選ばれた検察審査員が不起訴記録を検討し
て、「これは起訴すべきではないか」、あるいは「もっと調べてほしい。もっと調
べて結論を出すべきではないか」、あるいは「この不起訴はこれが相当である」
という意見を申し述べるものです。「不起訴であることは私たちも納得する」と
いうのが「不起訴相当」という意見です。「もう少し調べてもらわなければ納得
いかない」というのが「不起訴不当」という意見です。そして「この事件は起訴
すべきだ」という意見が、「起訴相当」という意見になるわけです。
不起訴不当や起訴相当の意見を受けますと、検察官はもう一度捜査をいたしま
す。捜査をして検討いたします。この場合、通常別の検察官が担当することにな
ります。そして今までの検察官の下した不起訴処分を、やはり維持すべきである
とすれば再度不起訴処分にします。しかし、やはり不起訴ではなしに「起訴すべ
きだ」という結論に達すれば、今度はそれを起訴することになるわけですが、こ
れまでは、その判断はあくまでも起訴権限を独占している検察官の判断に委ねら
れておりました。
しかしこの５月21日から始まった新しい検察審査会制度の下では、起訴相当と
いう検察審査会の意見に対して、検察官が再度不起訴にした、あるいは一定期間
内に処分をしなかった場合に、もう一度検察審査会のほうで「これはやはり起訴
すべきだ」という考えになりますと、「起訴議決」というものができるようにな
りました。検察官の起訴独占主義が、これで大きく変わっていくシステムができ
ました。
先ほどの法廷をもう一度想像してください。その法廷には、本来の検察官が一
人もいないという法廷もあり得るわけです。検察審査会が起訴議決をした場合、
本来の検察官ではなく、裁判所の指定した弁護士が起訴し、その公判も担当する
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ことになります。そういう意味で、本来の検察官は一人もいない法廷というもの
も想定できる制度に変わっていきます。
これらの新しい制度を貫く考えは、司法判断に国民の健全な常識を反映させよ
うということです。それは取りも直さず司法の民主化をますます進めていこうと
いうことにほかなりません。このような新たな制度を適切に運用していくために
は、これまでのようにプロの法律家のみが理解できるやり方や言葉で司法を運営
するわけにはいかず、一般国民にとってわかりやすい司法が求められることにな
ります。そのためにはこれまでの立証のあり方などに、大きな変化が求められる
ことになるはずです。
かつて刑事裁判は「調書裁判」と揶揄されたこともありました。裁判官が、法
廷における供述よりも、自室で読む捜査段階の調書の内容を重視して心証を得て
いるという意味で使われました。かつて東京大学の名誉教授でありました平野龍
一先生が、公判廷で心証が取られるべき刑事裁判について、「本来心証を取る行
為が証拠調べだとすれば、我が国では証拠調べは裁判官の自室、自宅でなされて
いるといってよい」と言われた上で、このような確立した慣行である自室証拠調
べ主義から脱却する道について、「おそらく参審か陪審でも採用しない限り、な
いかもしれない」と述懐されたことがありました。あれから長い年月がたってお
りますが、ようやく裁判員裁判の下で、公判廷において心証を得るという「本来
の証拠調べ」が行われることになるのではないかと思います。
我が国で国民の司法参加がどのように考えられてきたかを、少し歴史的に振り
返ってみたいと思います。明治維新の頃から、陪審裁判を採り入れるべきである
という意見がありました。明治維新後の日本は治外法権の撤廃と不平等条約の改
正を悲願としておりました。そのために米欧の西洋諸国から求められましたの
は、独立した司法権が裁判を行う近代司法の導入、確立でした。三権のうちの司
法権の独立です。有名な大津事件の大審院長児島惟謙のことが、三権の分立に大
きく寄与したという、教科書に載っている話は皆さんもご存じでありましょう。
当時の日本は刑事法に関しましては、当初フランス法を学ぼうとしました。当
時の欧州で主流であった陪審制度を採り入れたいとする考え方に従い、招聘され
たフランスのボアソナードが日本の当時の刑事訴訟法に当たる治罪法の草案をつ
くったときに、ちゃんと陪審制度というものが入っていたのです。
しかし最終的には、我が国では陪審制度を採りませんでした。その背景には明
治の初めに岩倉具視を団長とする米欧使節団が、アメリカ、イギリス、フラン
ス、ドイツなどを歴訪した際に、フランスの陪審裁判を見て日本には向かないと
判断したところによるのだと言われています。一方、当時のドイツはプロイセン
が中心でしたが、まだ統一されてはおらず、統一ドイツとしても陪審制度はな
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く、どちらかと言えば明治政府のお偉方たちは、当時の強国であったプロイセン
の方向を向いていたのだろうと思うわけです。
しかし明治末期から、再び陪審制度を採り入れようとの議論が高まりました。
その理由を研究者の人たちがいくつか推測しております。
第１に挙げられるのが、明治晩年の大逆事件です。当時は天皇の名の下に裁判
が行われていました。「天皇ノ名ニ於テ」とする朱印を押した判決書が残されて
いて、法務省の資料館にその判決書が展示されています。誰でも入れるところで
すので、暇と興味があれば見に行ってください。大逆事件は約１カ月間で大審院
で判決が下され、多くの者が死刑判決を受けています。そのような事実認定の責
任から、天皇を外そうとしたのではないかというのがその推測です。
２番目は政党政治が高まってきて、検察の力を牽制しようとしたのではないか
という推測です。日本の検察制度も明治の初年から始まりましたが、その役割は
欧米と同じで警察が捜査した案件を起訴し、公判を担当することでした。統計を
見ますと明治29年の起訴率は80％ですが、有罪率は50％以下でした。当時は今の
フランスのように予審制度を入れていましたから、予審免訴があります。しか
し、とにかく80％の起訴をしながら有罪判決を受けた者は、その50％にも満たな
かったということです。
日本人の感覚からいきますと、たとえあとで無罪になりましても、起訴をされ
るというだけで大変な屈辱を味わう、周り近所の人たちの評判も良くない、とい
うところがあるのではないかと思います。そこで当時の検察は、確実に有罪とな
るものに絞って起訴をすべきではないかと考えました。そうしますと自分で捜査
をしなければ、本当に確実に有罪という立証ができるかどうかということはわか
らないわけです。そこで、検察が捜査をするという制度ができ上がりました。こ
れが現在の検察制度に結びついて、言ってしまえば現在の特捜検察につながって
いくわけです。その結果、大正10年の統計では起訴率は30％に減りましたけれど
も、有罪率は90％以上に増えました。検察の捜査によって、将来無罪となるべき
ものが外されていったわけです。
このように検察が警察と同じように、あらゆる事件を捜査することができるよ
うになった結果、明治末年から大正にかけて帝国海軍高官の贈収賄事件でありま
すシーメンス事件、台湾における砂糖産業上の権益を維持しようとした日糖事件
が相次いで起訴されることになりました。検察が独自に捜査をして起訴をすると
いう、今の特捜検察と同じことをするようになり、その結果、内閣が退陣せざる
を得なくなるような事態も起こりました。
それを牽制するために、陪審制度を導入しようとしたとの推測がなされていま
す。この頃は大正デモクラシーが盛んでした。普通選挙運動も始まっている頃で
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す。そのような民主主義を謳歌しようとしている時代ですから、検察に対抗しよ
うとするのに国家権力が自ら力を振るうことはできないわけです。そこに国民の
判断を入れて、牽制しようとしたのではないかという推測です。これは研究家、
学者の先生方の推測ですから、そうだったという確実な証拠はどこにも残されて
おりません。しかし歴史の事実を見ると、そのような推測も成り立つというとこ
ろです。
いずれにしましてもこのような動きがあり、大正12年（1923年）に陪審法が公
布されて、昭和３年（1928年）に施行されました。この制度の下、昭和18年にこ
の制度が停止されるまでの15年間に484件が陪審裁判で裁かれています。当時の
陪審裁判は、被告人の請求による請求事件が中心でした。そのほか死刑や無期刑
に当たる重大な事件については、法定陪審、要するに陪審によることが法定され
ているという事件もありました。ただ、この場合でも被告人の辞退は認められて
いました。
その結果、本人が望むのですから否認事件ばかりでした。否認事件ばかりだと
いたしましても、そのときの無罪率は17％に上っていました。現在、全体の有罪
率は99％と言われています。その点から言いますと否認事件だけに絞るとしまし
ても、484件のうちの17％が無罪にされているわけです。いかに陪審員に選ばれ
た人たちが、真剣に議論を戦わせたかということが思い浮かべられるところで
す。
この陪審制度は昭和18年に停止されましたが、それは戦争が末期を迎え、激化
し、そのために陪審裁判に、陪審員を選ぶどころではなかったという事情があり
ます。しかし同時に、戦前の陪審裁判にはうまく機能しなかった理由もありま
す。それが憲法上の制約でした。当時の明治憲法、大日本帝国憲法では、「臣民
は裁判官による裁判を受ける権利が保障される」とうたわれていました。「裁判
官による裁判」ですから、陪審員という国民による事実認定が裁判官を拘束する
のはおかしいのではないかという考えが支配的だったようです。したがいまして
陪審の答申は裁判所を拘束しないものとされ、裁判所は陪審の答申を不当と認め
るときはのちの手続きを中止し、新たな陪審の評議に付することができるとされ
ていました。そうしますと被告人側も、「どうせ裁判官が決めるのであれば初め
から裁判官に任せたほうが温情ある判決が下されるかもしれない」と考えたとし
ても、あながち不当な考えではないでしょう。その結果、被告人のほうが陪審裁
判を請求しなくなる、あるいは法定陪審であれば進んで辞退するという事態が起
こりました。
戦後この陪審裁判の復活が、また議論されています。そこで旧憲法下での「裁
判官による裁判を受ける権利」というものを、現行憲法では「裁判所による裁判
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を受ける権利」に改め、裁判所の構成は別に考える余地を残すと同時に、裁判所
法の中で「陪審の制度を設けることを妨げない」と規定しました。当時の憲法の
草案審議の過程で、木村篤太郎という当時の司法大臣は、「民主制にとって陪審
は適当な制度である」と国会で答弁しています。
今日は若い人が多いので皆さん方は知らないでしょうけれども、戦後、私が生
まれ育った頃は本当に食うや食わずの貧しい状態で、戦災で焼かれて焼け野原が
いっぱいありました。陪審裁判を始めるためには、最初に言いましたように新し
い法廷が必要です。そんな建物を建てている余裕はありませんし、陪審員を選ん
できてもらう、そのためにいろいろな費用を使う余裕もありませんでした。そこ
で陪審制度の復活は、いわば宿題として残されてきたわけです。
そもそも民主主義というのは国のあらゆる行為に民意を反映させる制度だと思
いますが、民主主義の現在の我が国では、立法府は選挙によって議員が選ばれ、
行政府もその議員によって構成される議院内閣制をとっています。その中で唯一
司法、裁判だけが、プロの法律家のみによって運営されてきました。司法すなわ
ち裁判機能も国権の発動だとすれば、少し異質な対応となるのではないかと思う
わけです。そう考えれば民主主義が進めば、司法にも国民が参加するのはむしろ
必然であり、民主主義本来の姿を実現することになります。
現実に日本以外の G8諸国は何らかの形で国民が司法に参加していますし、世
界の主要国の多くの国が類似の制度を持っています。欧米から見ると、なぜ日本
は司法に国民が入っていないのかと非常に奇異に見えるようで、世界的な視野か
ら見ると、国民が司法に参加するという考え方のほうが、むしろ当然であると思
われています。
18世紀のフランスの思想家モンテスキューは、その『法の精神』の中で、裁判
権力というものは恐るべきものだと言っています。その恐るべき裁判権力を、身
分や職業に結び付けてはならないと言っています。皆さんも今の世界各国を見
て、人権を抑圧している国や地域、あのへんはそうじゃないかなと思うようなと
ころが必ずあると思いますが、そこでもめったやたらと権力がやるのではありま
せん。すべて裁判という形式で行われていることは、最近の新聞報道を見てもお
わかりだろうと思います。
グローバルな時代を迎え、いま世界は狭まっており、どこの国民も自由に各国
間を行き来しています。その中で犯罪に巻き込まれることも十分に考えられま
す。そのような場合に、自分が信頼している制度で裁かれたほうが安心です。今
の日本人にもきっと、「あの国の裁判だけは受けたくない」という制度もあるだ
ろうと思います。それは外国から見れば、日本に対しても同じで、「日本の裁判
を受けたくない」という外国人がいても不思議ではありません。日本の事情に通
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じた人は「日本の裁判は公正だ」と思ってくれるでしょうが、一般には陪審員も
いない国家権力だけでの裁判で、公正な判決が下されるのかと懸念する人もいる
わけです。民主主義国である以上、国民が司法に参加していることが民意を反映
する司法の本来の姿であると思っている国民、それは外国を含めての世界の国民
ですが、そのほうが多いのだろうと思います。
今までお話ししてきたとおり司法への国民の参加は、民主主義の当然の帰結だ
と言えるように思いますが、しかしどのような改革も何かのきっかけなしに動き
出すものではないでしょう。今まで陪審制度の復活を公式に議論したことはなか
ったのです。国民の司法参加は必然的ではあっても、のちにお話しする平成11年
から議論が始まった司法制度改革が大きなきっかけとなったことは事実だと思い
ます。その司法制度改革がなければ、この裁判員制度は生まれなかっただろうと
思います。
ところでこれまで日本の社会では、司法に関することは「お上にお任せしてお
けばいい」とか、「司法は自分にはかかわりがない」という意識が浸透していた
のではないかと思います。特に、日本の社会では「裁判沙汰」という言葉があり
ます。「裁判沙汰だけにはしたくないよな」という意味での「裁判沙汰」という
言葉です。「民事であっても刑事であっても、裁判所に呼ばれることは、自分が
たとえ正しくても不愉快であり、かつ屈辱だ」というニュアンスの言葉です。
「お上に裁いてもらえばいい」ということもよく言われてきました。
?お上」と敬って信頼しているというのかと思えば、必ずしもそうではなくて、
江戸時代は司法に携わる者は「不浄の役人」と言われていました。要するに近寄
りたくない人たちであります。子どもをしつけるのに、昔よく「お巡りさん、呼
ぶよ」と言われたことがあります。要するにそれは「自分たちの世界とは別の恐
ろしい世界なんだ、私たちは関係ないよ」という意識があるように思えます。
「司法とは悪い人たちに関係があるので、善良な者には無関係だ。したがってそ
れを取り締まるのは、我々と距離のあるお上で結構だ」という意識であったよう
に思うのです。このような国民の意識の下では、国民の側から「司法にかかわり
たい」と望む声が起こらないことも、むべなるかなと思うわけです。
その背景には、日本の公務員の廉潔性というものがあるのだろうと思います。
古い話になりますが、幕末の大政奉還の２年前です。トロイの遺跡を発掘したシ
ュリーマンが、清国を経由して日本にやってきたことがあります。シュリーマン
は『シュリーマン旅行記 清国・日本』という旅行記を著していますが、その中
で清国と日本を比較しているくだりがあります。
清国から日本の品川にやってきます。品川の沖合に船が留まって、そこからは
しけに乗って品川港に来ます。そのはしけを操っている日本人は、ふんどし一丁
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の男で何だかひどいような感じの船頭です。しかしその船頭は決まった額の、少
額のはしけ料しか要求しないということに、まず驚いています。そして現在の税
関に当たるところに来ましたら、清国での苦い経験から先に多額の金を渡そうと
したわけです。清国に寄ったときには金を渡さないと、荷物を全部ひっくり返さ
れて、丹念に隅から隅まで見られて、そして「あとは自分で片づけろ」といじわ
るをされた。そんなことがあってはならないので、まずお金を渡そうとした。す
ると税関の役人は何と言ったかといいますと、「日本男児、金は受け取らない」。
それで覚悟して「あ、ここはまた杓子定規なところだから、きっと荷物をひっく
り返されるのだろう」と思っていたら、「ちょっと開けろ」と言われて、開けて、
中をさっさと見て「どうぞお通りください」と言って通してくれた。そのことに
非常に驚いております。賄賂は取らない、親切だ、そしてテキパキとやってくれ
ることに驚いたわけです。その後、警護の役人がついて周囲を歩く、周囲を見学
するときにも、その役人に本当に心からの礼として金を渡そうとしたら、「金は
受け取らない。金をもらうぐらいなら切腹する、と言った」と言っています。
これが日本人の性格でありました。裁判官や検察官が賄賂をもらって犯罪に手
加減を加えたり、極端な処罰を科したりするという不安が国民の間にはなかった
のでしょう。もしそんな不安を国民が持っていたら、とっくの昔に司法参加を望
んでいたはずです。私としてはこのような信頼はうれしいのですけれども、しか
し制度としてはそれでいいのかなと思わざるを得ないのです。
それでは今回の司法制度改革はなぜ起こったのか。それが国民の司法参加を導
入するきっかけとなったのは、なぜなのかということについて話をしてみようと
思います。戦後の日本が急速に世界第２位の経済大国にまで復興できたのは、行
政指導に代表される官民一体となった政策運営の結果であると言われています。
今でこそ「官から民へ」ということが非常に強く言われていますけれども、戦
後、私たちが食うや食わずの生活を強いられたときには、「日本が復興するため
には我慢をしなければならない。国内で競争して、けんかして足を引っ張り合う
よりは、世界に向けて羽ばたくためには、国内では団結していかなければならな
い。」と思っていたのです。そこに行政指導という役割があったわけです。
しかしそれは外国から見ますと、「日本株式会社」とか「護送船団方式」など
と揶揄される異様なものに映ったわけです。そのため経済大国になればなるほ
ど、日本バッシングが起こってきました。このことは司法にも無縁ではありませ
んでした。昭和50年代の末頃、日米貿易小委員会の場で、非関税障壁の除去やサ
ービス産業の自由化などが議論されましたが、その中でアメリカから、外国人弁
護士の受け入れ問題を政府間協議の対象とするように強く要請されました。
日本の弁護士さんは、人権を守るために戦っている聖職だという感覚を強く持
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っている人が多くいらっしゃると思います。しかし米国では、「リーガルサービ
ス」というサービスを行うサービス業なのであります。その視点から見ると、日
本の司法界はアメリカにとっては、実に閉鎖的な職業集団ということになりま
す。当時の弁護士数も米国の約65万人に対し、日本では一万二千数百人にしかす
ぎず、人口比に換算すると日本は米国の20分の１以下と極端な差がありました。
サービス業として働くアメリカの弁護士が、門戸を開放されて日本に大量に入っ
てきましたら、聖職者というような感覚で働いている日本の少数の弁護士が太刀
打ちできるはずがないのです。
したがいましてこの問題は、日本の司法界にとっては大きな外圧でした。いく
たの交渉を経て外国人の弁護士が日本で働けるようになり、いわゆる「外弁法」
というものができましたが、訴訟の代理はできないなど、日本の弁護士と同じ仕
事ができるわけではないとすることで落ち着いたわけです。それ以後、日本の司
法界も司法制度の改革の必要性を考えるようになり、少なくとも法律家の数は増
やしていかなければならないという認識が芽生え始めたように思います。
そのような状況の中に「官から民へ」を標榜する規制緩和と、自由競争を目指
す「事前規制型社会から事後監視型社会へ」の行財政改革が加わってきました。
皆さんもご承知の「グローバリゼーション」という言葉ですが、これは社会的、
文化的、経済的活動が、旧来の国家や地域との境界を越えて地球規模に拡大し
て、さまざまな変化を引き起こす現象のことを言うのですが、この言葉が1970年
代から使われるようになりました。そして、旧ソ連邦をはじめとする東欧諸国の
崩壊、変革によりまして、1990年代に入って、この現象がいっそう強まりまし
た。
この現象にはヒト、モノ、カネと情報の国際的な流動化が含まれるわけです
が、交通手段や IT技術がこの流動化を促すのに貢献した一方で、この流動化に
よって国境の壁が消失し、さまざまな社会経済問題が一つの国家という枠の内部
だけでは解決できなくなっていきました。このような時代の中にありましては、
資本は規制の多い国には流れてきません。そこで、我が国は規制緩和、市場開
放、透明性というものが求められるようになり、バブルの崩壊以降、行財政改
革、規制緩和という経済構造改革が進められてきたこともご承知のことだと思い
ます。
このように我が国はグローバリゼーションの中で規制緩和を目指して、事前規
制型社会から事後監視型社会へと移行することとなりました。事前規制型から規
制緩和による事後監視型社会へ移ると、自由競争を中心とする、極端に言うと何
でもありという社会になりかねないのです。そのためにセーフティネットが必要
となります。つまり公正な自由競争を守るためには、公正さを守る限りにおいて
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のきちんとしたルールについては、いくら事前規制の撤廃とは言っても、これだ
けは決めておく必要があるということになります。そしてそのルールに違反する
者に対しては制裁を加え、自由競争の場から排除していかなければ一般の人たち
は大きな迷惑を受けることになります。
近年、「コンプライアンス」という言葉が大いに喧伝されるようになったのも
このためです。コンプライアンスというのは、日本語に直せば「法令遵守」で
す。新聞などでは「コンプライアンス（法令遵守）」と書かれ、当たり前ではな
いかと思うわけですが、このコンプライアンスということを強調しなければ、自
由競争の社会でルールの確立はなくなってくるという危機感が表れていると思う
わけです。
そこで、事後監視型社会の監視の役割を担うべく期待されたのが司法です。ル
ールに違反する者に対し、いかなる機関がこのチェック、事後監視に当たるのが
相当かというと、透明で公平な監視役というのは司法部門だということになり、
司法にはそれだけ大きな役割が期待されることになりました。
このような流れの中で起きてきたのがライブドア事件だと思います。当初は既
存の既成秩序に挑戦する若い経営者として脚光を浴びましたけれども、従来であ
れば事前の行政指導の段階でそういう人は現れ得なかったのではないかと思いま
す。現れたことは大いに進歩であり、大いに結構なことですが、それがルールに
違反して一般の人たちの利益を害するようになれば、これはやはり規制をしなけ
れば、制裁を加えなければならないことになるでしょう。ライブドア事件の１審
では、公認会計士も含めて厳しい実刑判決が下されています。ルールを無視する
者に対しては厳しく対処するという、事後監視型社会のあり方を表したと思える
わけです。
要するに、法の支配というものを実質的に我が国全土にあまねく普及させてい
かなければならず、事後監視型社会をつくるためにはそういう法の支配が必要だ
し、それだけ司法には大きな役割が期待されることになります。
規制緩和、行政改革、財政改革を求めてつくられた行政改革会議が、平成９年
12月に最終報告書を出しています。その中において「法の支配こそ、わが国が規
制緩和を推進し、行政の不透明な事前規制を廃して、事後監視救済型社会への転
換を図り、国際社会の信頼を得て繁栄を追求していく上でも、欠かすことのでき
ない基盤をなすものであり、政府においても、司法の人的及び制度的基盤の整備
に向けての本格的検討を早急に開始する必要がある」と言っています。これから
お話しする司法制度改革審議会が平成13年６月に出した最終意見書の冒頭にも、
「司法制度改革そのものは、先行して進められてきた政治改革、行政改革、地方
分権推進、規制緩和等の経済構造改革などの一連の改革と有機的に関連するもの
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であり」と記載されています。これらの記述が、この間の「司法がなぜ期待され
たか」という事情を雄弁に物語っています。
それでは具体的な司法制度改革の動きについてお話しいたしますと、平成11
年、司法制度改革審議会設置法に基づいて、内閣に司法制度改革審議会が設けら
れました。この司法制度改革審議会設置法の第２条の審議会の所掌事務にかかわ
る規定は、国会に提案された原案では、「審議会は、二十一世紀の我が国社会に
おいて司法が果たすべき役割を明らかにし、司法制度の改革と基盤の整備に関し
必要な基本的施策について調査審議する」と抽象的に書かれていました。ところ
がこの原案に対しては、国会審議の過程で修正され、「国民がより利用しやすい
司法制度の実現、国民の司法制度への関与、法曹の在り方とその機能の充実強化
その他」という文言が付け加えられました。要するに、国民の司法参加が具体的
な検討課題として挙げられたわけです。これらの点からも明らかなとおり、国民
の司法参加は、国会審議の中で与野党一致の意見として、審議会発足の時点から
重要な検討課題とされたということです。
こうして設置された司法制度改革審議会では、審議会の委員の皆さんが２年間
で60回を超える審議の中で、「21世紀の日本が法の支配の理念の下で、個人が尊
重され、創造的な活力に満ち、国際社会の発展に寄与する開かれた社会となるた
めには、司法の役割がかつてないほどに重要になること、そしてそれに応えるた
め、司法はいかにあるべきか」ということを熱く議論したのです。そして、平成
13年６月に先ほど言いましたように政府に意見書を出しました。その意見書の中
で基本的な方針として、司法制度改革の三つの柱が示されました。
その一つが国民の期待に応える司法制度とするため、司法制度をより利用しや
すく、わかりやすく、頼りがいのあるものとする。要するに司法制度の整備をし
ようということです。２番目がその司法制度を支える法曹のあり方を改革して、
質、量ともに豊かなプロフェッションとしての法曹を確保する。要するに、国民
の期待に応える法曹を養成することが大事だと提言しました。この二つ柱で、制
度と人の問題を解決しようとしたわけですが、先ほども言いましたように、日本
ではあまり司法というものに国民がなじみを持っていない傾向にありました。
「裁判沙汰にはしたくない」という言葉があると先程言いましたが、そういう中
でいくら制度を変えても、いくら立派な法曹を養成しても、国民がついてきてく
れなければ意味を成さないということになります。
そこで第３番目の柱に、「国民的基盤の確立」という柱を入れました。国民が
司法に対する信頼と支持を高めていくことが決定的に必要で、そのためにどうす
ればいいかということを考えました。
先程国会の審議の中で、「国民の司法参加」が検討課題に挙げられたと言いま
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した。国民の司法参加は、陪審、参審が、それまでの一つの形です。この陪審制
度、参審制度そのものを議論していくと、司法制度改革審議会の13人の意見は三
つに分かれました。
陪審制度が良い、いや参審制度が良い、いや両方ともだめだと。数から言え
ば、両方とも要らないという意見が当初は多かったのです。ところが２年間議論
をしていくうちに、この３本目の柱を考えるようになりました。やはり国民に司
法を理解してもらい、支持してもらうために、いちばん良いのは裁判に参加して
もらうことではないかということで、みんなが「もっともだ」と同意するように
なりました。13人の意見の一致をみたのが、国民の理解と支持を得るために司法
に国民自身に参加してもらう姿が良いということでした。
裁判員の参加する刑事裁判に関する法律、いわゆる裁判員法の第一条にはその
趣旨が明確に込められています。裁判員法一条は、裁判員制度の意義について、
「国民の中から選任された裁判員が裁判官と共に刑事訴訟手続に関与することが
司法に対する国民の理解の増進とその信頼の向上に資する」と言っています。こ
れがその趣旨です。このようにして、国民の司法参加を求めるべきだという結論
になりました。
それでは、なぜ民事裁判ではなしに刑事裁判かということです。国民の司法参
加を得る道は、民事裁判でもいいわけです。しかし国民に参加してもらうわけで
すから、国民に興味を持ってもらわなければならないだろう。やはり国民の関心
は民事事件には薄く、刑事事件には濃いだろう。今のテレビのワイドショーなど
を見ましても、連日のように刑事裁判、犯罪のことは出ています。そのようにや
はり刑事裁判に参加してもらうほうが、良いだろうと考えたわけです。刑事事件
に参加してもらうとしても、最初は簡単な事件のほうが良いのではないかという
議論もありました。しかし、せっかく参加してもらうのです。みんなが関心を持
ってくれる、世の中を良くするためにこういう事件はきちんと解決しなければな
らない、そう思ってくれる重大事件のほうが良いだろうという結論に達しまし
た。それが重大な刑事裁判に国民の参加を求めようとしたという結論です。
さて、司法制度改革はこのようにして審議会から答申が出されました。その審
議会の答申は、この結果をどのようにしてほしいかということまで言及していま
す。「本意見の提言する改革は、内閣が総力を挙げて取り組むこととしなければ、
容易に成し遂げられるものではないことから、内閣に強力な推進体制を整備し、
一体的かつ集中的にこれに取り組まれるよう求める」としました。
その結果、政府は、内閣総理大臣がこの審議会の答申を最大限尊重すると表明
して、平成13年12月から３年の期間の限定をして、司法制度改革推進本部を内閣
に設置しました。この推進本部でその審議会の意見に沿った改革法案を次々と国
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会に提出しました。そして国会の審議でも、ほとんどの場合が全会一致というこ
とで成立しています。このようにして生まれたのが裁判員制度です。
先ほど申し上げた三つの柱のうちの最初の制度の問題としては、いちばん審議
会が気にしていたのは司法へのアクセスの問題です。日本の裁判は国民から見れ
ば遠い存在です。自分の知っている弁護士さんもいない、トラブルに巻き込まれ
た場合、どのように対処すればよいかよくわからないという方がほとんどです。
「二割司法」という言葉があります。法的なトラブルの解決の二割ぐらいしか、
司法は関与していないという意味です。そのほかはどこが関与しているのか。そ
れは町の有力者であり、政治家であり、時には怖いヤクザであったりするという
意味です。法的なトラブルを解決するのに、弁護士さんに相談することがなかな
かできないのです。それを示しているのが「二割司法」という言葉なのです。
また「日本の裁判は遅い」と言われています。小泉総理が司法制度改革をやっ
ているときに、自分が作ったのではないでしょうけれども、「思い出の事件を裁
く最高裁」という川柳を披露されたことがあります。それぐらい遅いのです。リ
クルート事件は、１審の判決だけで13年以上かかっています。オウムの事件も、
１審だけで７年以上かかっています。民事になると、もっと長い事件もあるに違
いありません。そのような状況の下では、なかなか司法に頼ってもらうことはで
きない。
そこでそのアクセスを解決するためにつくられたのが日本司法支援センター、
通称「法テラス」です。ただ法テラスといっても、「何を照らすんだ」「怪しげな
宗教団体じゃないか」という誤解も持たれたりします。したがいまして法テラス
の広告では、「法テラス」というロゴの下などに、「法テラスは国が設立した公的
な法人です」ということまでわざわざ書いている始末です。いくら宣伝しても、
なかなか法テラスというのは知られないようです。法テラスは、全国の地方裁判
所と支部の所在地などの地域につくっております。法テラスが抱えている常勤の
弁護士はまだ150名にすぎず、全然足りません。だから法律家に、もっともっと
来てもらわなければ困るのです。
アメリカではこのような団体には公的なものと私的なものと二つがあり、両方
とも競争しながら貧しい人たちのための弁護を引き受けたり、あるいは民事の紛
争解決に働こうとしているわけです。もっと日本の弁護士も、そういうことにど
んどんと入ってもらいたいなと思っています。
法曹の量、質ともに拡充していこうということについては、この大学にもあり
ます法科大学院という制度をつくりました。法律家になるためには、一般的なほ
かの勉強もしてほしいということが、我々の希望であり、夢なのです。日本の企
業が外国の企業と契約する場合、紛争が起こった場合に、どちらの裁判所で裁く
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かを決めておかなければならない。このことは皆さんもわかりますね。これを準
拠法と言います。ところが日本にはこれまでその準拠法を定める規定は、明治に
つくった「法例」という名の法律にたった１カ条あるだけでした。要は「当事者
が決める」ということです。その２項には、当事者が決めていなければ、「行為
地法による」とされていますが、たったそれだけで解決しようとしたわけです。
だからトラブルが起こった場合に、たいていアメリカで裁かれて、たいてい日
本が負けて大きな損害賠償額を取られたり、和解金を取られたりしているわけで
す。法律というものに対する考え方がまだまだ甘いのです。「契約は守ればよい
もの」と思っているのかもしれません。しかし「約束は破るためにある」という
理屈もあります。したがってそういった場合にどう対処するか、これを法律家が
バックアップしなければなりません。この準拠法に関する規定は、ようやく平成
18年に「法の適用に関する通則法」という新しい法律としてまとまりました。平
成19年に施行されています。これからは、契約は本来の意味での競争力によって
いくでしょう。しかし、なかなか日本が太刀打ちできないのが、世界の法律家の
圧倒的多数が、アメリカを中心とする英米法系のロイヤーで占められているから
です。
現在、日本の弁護士数は、最初言いましたときから比べてずいぶん増えていま
す。しかし、それでも２万7000人です。アメリカのロイヤーは120万人近くにな
っているはずで、いまだに人口比で日本の20倍ぐらいの弁護士を抱えています。
それほど多くないイギリス、フランス、ドイツにおいても、その弁護士の数は人
口比にすると日本の３倍～７倍となっています。年間3000人の法律家を育てるこ
とが、それほど多いと思いますか。まだまだ日本は法律家の数が足りない。みん
なが勉強して法律家になってもらいたいと思いますが、しかしその法律家が単に
司法試験を受けるための勉強しかしてなかったら、欧米の法律家とは対抗できな
いでしょう。もっと幅広い知識を身につけてほしい。そのことを考えてつくった
のが法科大学院だということを、心の片隅にでも置いていただければありがたい
と思います。
それでは、この改革によって刑事裁判がどのように変わってきたかということ
を、最後にお話しいたします。司法制度改革に関する多くの法律の中に、平成16
年５月21日に成立した「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」、いわゆる
「裁判員法」があり、今年５月21日から施行されています。また裁判員法が成立
したと同日に、「刑事訴訟法等の一部を改正する法律」が成立しており、この法
律によって刑事訴訟法の大きな改正もなされています。
このときの刑訴法の改正は、簡単に申し上げますと、第１に刑事裁判の充実、
迅速化を図るための諸方策の導入を図るもの、第２に公的弁護制度の整備を図る
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ものです。この「刑事訴訟法等の一部を改正する法律」によって改正された法律
は、刑事訴訟法のみならず少年法や検察審査会法にも及んでいますが、これらの
改正も本年５月21日までの間に段階的に順次施行されています。これらの改革に
よりまして、我が国の刑事司法制度がどのように変わっていくかについて、制度
改正の内容と、それに伴う実務上の変化についてお話ししたいと思います。
まず１番目は、いちばん最初に申し上げましたが、一般の国民が入ってくる刑
事法廷だということです。そのためにはわかりやすく、迅速で、的確な立証が必
要だということです。裁判員裁判におきましては、第１に専門家ではない一般の
国民に裁判員として入っていただきますから、まず審理の内容を理解していただ
けるような裁判にしなければなりません。そのためには、まず検察官が提示する
主張、立証というものが、裁判員にとってわかりやすいものでなければならない
ことは当然です。
また２番目に、日常生活の一部を割いて職務を行う裁判員の負担を考慮します
と、裁判員裁判に多くの時間をかけるわけにはいきません。できる限り、連日的
開廷による集中審理が要請されます。検察官による主張、立証も、迅速で効率的
なものでなければならないことは、また当然のことです。
その上、３番目に、わかりやすさと迅速さを追い求めるあまり、ずさんな主張
や立証ではだめだということです。検察官は適正な事実認定と量刑を実現するた
めに、公判廷においても的確な主張と立証を行わなければなりません。我々検察
がいま、裁判員裁判のために標榜していることは、「わかりやすくて、迅速で、
それでいて的確な主張、立証をしなければならない」ということです。そのこと
で検察官のやる仕事もだいぶ変わってきています。
先ほども話しましたが、かつては刑事裁判というのは「調書裁判」と揶揄され
ていました。職業裁判官が、法廷外で、関係者の膨大で詳細な供述調書を読ん
で、その記述を基に心証を得ることが行われてきました。裁判員裁判になってわ
かりやすい裁判とするためには、裁判員の方々に膨大な供述調書を短時間で読ん
でいただくわけにはまいりません。長くて詳細な供述調書というものは、今後ほ
とんど役に立たないでしょう。裁判員裁判における証拠として請求するにしまし
ても、調書の内容は大きく変わってきます。検察官は公判で問題とされるであろ
う点を中心として、ポイントを絞った、簡にして要を得た調書とするための努力
を重ねてきております。
大事件の報道番組を見ていますと、「事案の真相の解明が望まれる」とか「動
機の解明が待たれる」という言葉をよく聞きます。取調べというのは、事件のこ
とを最もよく知る被疑者から真実の供述が得られれば、動機を含む事案の真相を
解明することができるだけでなく、裁判員裁判においても、わかりやすく迅速な
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立証が可能となります。また被疑者が真に反省、悔悟した上で真実を語ってこ
そ、その者に真の更生が期待できるわけです。
アメリカは現在、ずいぶんと刑務所の収容者を抱えています。現在150万人は
突破していて、200万人近い受刑者がいます。日本は最近まで上がり続けてきま
した。７万人を超えて、この先どうなるのかと思いましたが、上がり止まって７
万人を切りました。彼我の差は大変なものであります。
したがいましてアメリカではもう30年ほど前頃から、刑務所の矯正という観念
を捨てています。犯罪者は社会から隔離するという方向に向いています。日本の
刑務所は、まだ矯正ということを捨てていません。しかし本人が犯罪を認めて、
その更生に向かうのでなければなかなか矯正と教育は難しいのです。そのために
も本当に真の犯人であれば、やったことを悪かったというふうにしゃべる、しゃ
べらせることが一つの教育の基になるという考えです。そこに日本における調べ
というものの重要さが、国民から一方で期待されていると思うわけです。隔離す
るのが刑務所ではない、教育するのが刑務所だという観念を、どうしても我々は
捨てきれないのです。
しかしそうは言いましても長い調書はもう必要ないということで、検察は短い
調書にしようとしています。しかしそれは簡にして要を得た調書を取るのが目的
で、本人がきちんと非を改めるように長時間かけて取調べをしても、調書を短く
しようというだけの話です。要は長い調書というのは、聞いたことを全部書けば
いいわけです。それを専門家が、どう言っているかを判断すればいいと言えるか
もしれません。しかし短い調書にしようと思えば、本当のことを知らなければ要
約をできません。大学で先生の講義を聞いていてもわからなければ、自分のノー
トはわけのわからないノートになっていくはずです。よく理解できれば２～３行
で、的確に先生の話をメモすることができるわけです。それと同じようなこと
を、これからの検察はやろうとしています。
今まで大きな事件では、いくつかのロッカーを占めるほどに、膨大な証拠書類
を証拠調べで裁判所に提出しました。本当にすごい量の証拠を提出してきまし
た。証人尋問もずいぶん長い時間、３回や４回の法廷をかけてやる証人尋問もた
くさんありました。しかし、そのようなことがこれからの裁判員裁判の事件でで
きるとは思えません。そのようなことから、証拠の選択を十分にしていかなけれ
ばならないという観点に立っています。また公判廷でわかりやすい立証をするた
めに、パワーポイントなどのビジュアルな資料を使ったりしながらやっていこう
としています。いくつかの法廷を見ていただければよくわかると思います。
次の変わったところが公判前整理手続です。この手続は簡単に言いますと、実
際の法廷における審理に先立って、裁判官、検察官、弁護人などの間で何を争点
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とするかを確定しようとするものです。そのために検察官は、何を証明しようと
するかを書面にして提出します。この証明のために使用する証拠を、事前に弁護
人にすべて開示しようとしているわけです。そうすることによって争点が絞ら
れ、法廷が短期間で終わるようにしようとしているのです。
裁判員裁判においては、すべての事件につき、この公判前整理手続をやらなけ
ればならないことになっています。しかし裁判員裁判以外でも、この公判前整理
手続は裁判所の判断でできることになっています。これまでずいぶんと公判前整
理手続をやってまいりました。その結果、裁判は確実に短くなっています。
そして公判前整理手続と関連して、証拠開示のルールが大きく変わってきまし
た。かつては、証拠開示をめぐって検察官と弁護人の間で紛糾することがありま
した。今までは、例えば供述調書があっても初めから証人尋問をするとなれば、
事前にその調書を開示する必要はないとされていました。主尋問が終わってか
ら、必要に応じて裁判所の指揮によって開示するというルールでもあったわけで
す。
しかし今回の改正で、あるものはまず先に見せる。先ほど言いましたように、
検察官が証明しようとする事実を書面に書いて出す。その証明しようとする事実
を立証するための証拠は、事前にすべて開示することになります。その上で、な
おかついろいろな開示の方法も考え、つくっています。
?類型証拠の開示」という制度がありまして、これは、公判前整理手続で被告
人側の請求があるときは、検察官が取調べを請求した証拠の証明力を判断するた
めに、重要な一定の類型の証拠を開示しなければならないとされています。
また「争点関連証拠の開示」という制度もできました。これは弁護人が、例え
ばアリバイを主張するといった場合に、その犯行時に被告人が犯行場所とは違う
場所を歩いているのを見たという供述証拠があれば、いかにあやふやなものであ
っても争点関連証拠として示してほしい、示さなければならないとなったわけで
す。したがいまして弁護人としては、自分の主張することに関して、どのような
証拠が検察官にあるかということはすべてわかるようになりました。
被疑者の国選弁護制度もできました。これは段階的にやっていたわけですが、
できた当初は「死刑又は無期若しくは短期１年以上の懲役若しくは禁錮にあたる
罪」でしたから、平成19年の実績で6800件弱ほどが対象事件でした。しかし５月
21日からは必要的弁護事件、要するに長期３年を超える懲役または禁錮の罪につ
いてはすべて被疑者弁護がつくことになりました。この数は約７万件が見込まれ
ています。このような被疑者に対して弁護人をつけると、ますます弁護人は足り
ないと思います。
電話の接見制度もできました。遠隔地の弁護士が公判前に被告人と打ち合わせ
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をするのに、いちいち拘置所や警察に行くのではたまらない。そこで電話でも接
見できるようにしました。
取調べの一部の録音、録画も始まりました。任意性を立証するためにいちいち
捜査官を法廷に呼んでいたのでは、水掛け論になった場合にどちらを信用すれば
いいのか、裁判員にはわからないだろうというわけです。したがいまして、その
ある部分を被告人、被疑者が、十分に言える雰囲気の中で撮った録画を、必要な
らば法廷で流して裁判員に判断してもらおうとしたわけです。これまで19件、法
廷に提出されました。そのうちの1件は「任意性がない」という証拠にされまし
た。１件は「信用性がない」という判断に使われました。そのようにすべてあり
のままに撮るようにしています。
こうして刑事裁判は変わってきています。この裁判員制度に対しましては、こ
れを批判する意見もまだ見受けられます。民主主義の下では批判は自由ですし、
一つの制度に反対するという意見はあるのが当然です。
批判の一つに、「司法はプロの法律家に任せればよいのではないか」というの
があります。しかしこの点は最初にくどく言いましたように、民主主義という制
度に対する感覚の違いがあるかと思います。日本で陪審制度を始めようとした大
正時代、当時の原敬首相が枢密院で、「陪審の現実は、人民をして司法事務に参
与せしむるにある。我が国においては議会を設けられ、人民が参政の権を与えら
れたるに、ひとり司法制度は何ら国民の参与を許されざりき。憲法実施後30年を
経たる今日においては、司法制度に国民を参与せしむるは当然のことなり」と演
説しております。大正デモクラシーの時代に、このような演説がなされているこ
とに注目してほしいと思います。
また裁判員裁判制度は国民の負担が大きいという批判があります。しかし今私
たちが民主主義を守り、それを強固なものとするためには、自らがふさわしいそ
れ相応の負担をしなければならないのだと思ってもらいたいと思います。民主主
義というのは、国のあらゆる行為に国民の意思が反映されなければならない制度
ですから、単に選挙をすればそれでよしということはないわけで、いかに強い民
主主義を維持するのかが、これからのグローバリゼーションの中でどの国が発
展、繁栄していくかという点にかかわると思います。多くの国民がより良い社会
をつくるために公を担うことが、強い民主主義の条件だと言われています。裁判
員の負担というものを、そのような見地から考えてほしいと思うのです。
アメリカでも陪審員になった人は強い政治意識を持つようになり、選挙にも関
心を持ち、世の中のあらゆる事象、社会問題に関心を持っていくという研究結果
が出ているそうです。
さらに「素人に裁けるのか」という意見もよく聞きます。しかしちょっと想像
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してほしいのですが、法廷の傍聴をずっといたしまして、そして今の法律ではで
きませんが、裁判官の評議室に入って、評議をじっと聞いていることがもしでき
たとして、法廷の傍聴でも、評議室でも、何を言っているのかさっぱりわからな
いというのであれば、これは暗黒の裁判です。しかし法廷で言っていることは
「なるほどな」とわかるということは、議論に参加できるということで、十分に
評議に参加できるということです。
裁判員に期待しているのは、被告人の言い分と検察官の言い分と、どちらが正
しいかを判断してもらおうということではありません。被告人がいかにいい加減
なことを言おうとも、検察官の主張・立証に満足できなければ、それは無罪でし
かあり得ないのです。要は無実かどうかを裁くのではなしに、有罪と言えるかど
うかを裁くのだと考えていただければ、もっとその議論に参加しやすくなるだろ
うと思います。
被害者の参加制度も昨年12月から始まりました。新聞の報道によりますと数十
件に被害者が参加されたそうです。しかし、だからといって心配しているよう
な、被告人に不利な判決が多く出ているということではない。要は出ていく人た
ちは、まじめに議論をしていただいているだろうと思うわけです。日経新聞の世
論調査で56％の人が参加したい、あるいは参加してもよいという意見でした。し
かし、その中で昨年の暮れに裁判員候補者の通知を受け取った人を見れば、72.9
％が前向きな回答をしていたということです。日本人は事に当たってはまじめに
考えてくれるんだなということで、大いに意を強くしているところです。
これからの刑事裁判は大きく変わります。刑事裁判とともに法教育を子どもの
ときからしていくようになれば、ルールというものがいかに大事かということを
身に付けてもらえると期待しています。これからの民主主義を守っていくために
は、まず皆さんが社会のことに関与していくという姿勢を失わないでいただきた
いと思います。皆さんも裁判員制度には積極的に関与していただいて、新しい世
の中をつくっていただければありがたいと思います。
少し時間もオーバーいたしましたが、ご清聴ありがとうございました。（拍手）
（本稿は、2009年６月７日に早稲田大学大隈大講堂にて開催された第88回法学会大会に
おける講演原稿である。）
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